
第 72 回（令和５年度）横浜文化賞選考委員会 会議録 
日 時 令和５年７月 31 日（月）13 時～14 時 30 分 
開 催 場 所 横浜市役所 31 階レセプションルーム 
出 席 者 ・横浜文化賞選考委員会委員 10 名（横浜文化賞選考委員会出欠表のとおり） 

・平原副市長 
・事務局（足立にぎわいスポーツ文化局長、鳥丸文化芸術創造都市推進部長、鬼木

文化振興課長、碇文化振興課担当係長、ほか職員３名） 
欠 席 者 ２名（横浜文化賞選考委員会出欠表のとおり） 
開 催 形 態 公開 受賞者の選考については非公開（傍聴者０人） 
議 題 １ 委員長及び副委員長の選出 

２ 定足数の確認 

３ 会議の公開・非公開 

４ 横浜文化賞受賞者の選考 

５ 横浜文化賞文化・芸術奨励賞受賞者の選考 
決 定 事 項 １ 横浜文化賞の受賞者を選考 

２ 横浜文化賞文化・芸術奨励賞の受賞者を選考 
議 事 １ 委員長及び副委員長の選出 

議事に先立ち、横浜文化賞選考委員会運営要綱第４条１項に基づき、委員の互

選により、委員長に近藤委員、副委員長に須藤委員を選任した。 

２ 定足数の確認 

横浜文化賞選考委員会運営要綱第５条３項の規定に従い、会議の成立を確認し

た。 

３ 会議の公開・非公開 

横浜文化賞選考委員会運営要綱第６条に基づき、受賞者の選考については、非

公開とした。 

４ 横浜文化賞受賞者の選考 

事務局から横浜文化賞の候補者等について説明を実施した。 

各委員による候補者に関する議論により、受賞者を選考した。 

５ 横浜文化賞文化・芸術奨励賞受賞者の選考 

事務局から横浜文化賞文化・芸術奨励賞の候補者等について説明した。 

  各委員による候補者に関する議論により、受賞者を選考した。 
資 料 

・ 
特 記 事 項 

１ 資料 

(1) 次第 

(2) 出欠表 

(3) 横浜市附属機関設置条例（抜粋） 

(4) 横浜文化賞実施要綱 

(5) 横浜文化賞選考委員会運営要綱 

 

２ 特記事項 

  なし 

 
 



第72回（令和５年度）横浜文化賞選考委員会

日 時 令和５年７月31日（月） 

午後１時～ 

場 所 市庁舎31階レセプションルーム 

次  第 

１ 開  会 

２ あいさつ【横浜市副市長 平原 敏英】 

３ 委員紹介 

４ 委員長、副委員長の選出 

５ 議  事 

(1) 定足数の確認

(2) 会議の公開・非公開、議事録の扱い

(3) 横浜文化賞の受賞者の選考

(4) 横浜文化賞文化・芸術奨励賞の受賞者の選考

６ 閉  会 

あいさつ【にぎわいスポーツ文化局長 足立 哲郎】 





横浜市附属機関設置条例（抜粋） 

(趣旨 ) 

第 1 条  地方自治法 (昭和 22 年法律第 67 号 )第 138 条の 4 第 3 項に規定する附属機関

(以下「附属機関」という。 )の設置等については、法律若しくはこれに基づく政令又

は他の条例に定めるもののほか、この条例の定めるところによる。  

(附属機関の設置及び担任事務 ) 

第 2 条  横浜市は、別表執行機関の欄に掲げる執行機関の附属機関としてそれぞれ同

表附属機関の欄に掲げる附属機関を置く。 

2 附属機関の担任する事務は、別表担任事務の欄に掲げるとおりとする。  

(組織 ) 

第 3 条  附属機関の委員 (臨時委員、専門委員その他これらに準ずる委員を除く。 )の

定数は、別表委員の定数の欄に掲げるとおりとする。  

2 附属機関が担任する事務のうち、特定又は専門の事項について調査審議等をする

ため、分科会、部会その他これらに類する組織を当該附属機関に置くことができる。  

(委任 ) 

第 4 条  この条例に定めるもののほか、附属機関の組織、運営その他必要な事項は、

当該附属機関の属する執行機関が定める。 

別表 (第 2 条、第 3 条第 1 項 ) 

(平 24条例 4・平 25条例 35・平 26条例 10・平 26条例 82・平 27条例 7・平 27条例 12・平 28条例 8・

令 2条例 2・令 3条例 3・一部改正) 

執行機関 附属機関 担任事務 委員の定数 

市長 省略 

横浜文化賞選考委員会 横浜市の芸術、学術、教育、社会福

祉、医療、産業、スポーツ振興等の文

化の発展に尽力し、その功績が顕著な

者に贈呈する横浜文化賞の受賞者の選

考についての審議に関する事務 

20人以内 

省略 

http://reiki.office.ycan/reiki/reiki_word/21714001042704011.doc


横浜文化賞実施要綱 

 

制  定 平成７年５月 18日             

最近改正 平成 30年３月 29日文文振第 1384 号（局長決裁） 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、文化の向上及び発展に寄与することを目的とし、横浜市の芸術、学

術、教育、社会福祉、医療、産業、スポ－ツ振興等の文化の発展に尽力し、その功績が

顕著な者に対し、横浜文化賞及び横浜文化賞文化・芸術奨励賞（以下「賞」という。）を

贈呈するために必要な事項を定めるものとする。 

 

（選考） 

第２条 賞の選考は、横浜市附属機関設置条例（平成 23年 12月横浜市条例第 49号）第２

条第２項の規定に基づき、横浜文化賞選考委員会（以下「委員会」という。）が行う。 
２ 委員会の運営に関し必要な事項は、別に定める。 

 

（候補者の推薦） 

第３条 受賞者の選考にあたっては、次の各号に掲げる者から候補者の推薦を受ける。 

(1) 本市に所在する大学・報道機関及び横浜商工会議所、公益財団法人横浜市芸術文化

振興財団  

(2) 区局・統括本部 

(3) 横浜文化賞受賞者。ただし、団体受賞者、横浜文化賞文化・芸術奨励賞受賞者及び

横浜文化賞選考委員を除く。 

 

（選考基準） 

第４条 受賞者は、次の基準に該当する者等のうちから、委員会の選考に基づき、市長が

決定する。 

(1) 横浜文化賞 

ア 「文化・芸術部門」 

文化・芸術の向上・発展に尽力し、その功績が顕著と認められる者等又は、芸術・

学術の分野において、創造的な活動により、横浜の個性形成やシティセールスにつ

ながる成果をあげ、その功績が顕著と認められる者等 

イ 「社会貢献・スポーツ部門」 

教育、社会福祉、医療、産業、スポーツ振興等を通し、地域文化への貢献や地域

社会の向上・発展に多年尽力し、その功績が顕著と認められる者等 

(2) 横浜文化賞文化・芸術奨励賞 

文化・芸術部門において現在活躍中の若年層又は中堅層で、さらに今後の活躍が特

に期待される者、横浜らしい特色ある活動をしている者等 



 

（受賞者の数） 

第５条 横浜文化賞の「文化・芸術部門」及び「社会貢献・スポーツ部門」の受賞者の数

は原則として、あわせて５名（又は団体）以内とする。 

２ 横浜文化賞文化･芸術奨励賞の受賞者の数は原則として、２名(又は団体)以内とする。 

 

  附  則 

この要綱は､平成７年５月 18日から施行する。 

   附  則 

この要綱は､平成７年９月 13日から施行する。 

   附  則 

この要綱は､平成 10年７月６日から施行する。 

   附  則 

この要綱は､平成 10年９月 21日から施行する。 

附  則 

この要綱は､平成 16年５月 27日から施行する。 

附  則 

この要綱は､平成 18年５月 10日から施行する。 

附  則 

この要綱は､平成 19年５月 18日から施行する。 

附  則 

この要綱は､平成 22年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は､平成 23年５月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は､平成 24年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は､平成 24年７月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は､平成 26年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は､平成 30年４月１日から施行する。 

 

 



横浜文化賞選考委員会運営要綱 

 

制  定 平成24年４月１日文 文第1040号（局長決裁） 

最近改正 令和５年３月20日文文振第1289号（局長決裁） 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、横浜市附属機関設置条例（平成 23年 12月横浜市条例第 49号）第４

条の規定に基づき、横浜文化賞選考委員会（以下「委員会」という。）の組織、運営その

他必要な事項について定めるものとする。 

 

（担任事務） 

第２条 横浜市附属機関設置条例第２条第２項に規定する委員会の担任する事務の細目に

ついては、次に掲げるものとする。 

(1) 横浜文化賞の受賞者の選考についての審議に関すること。 

(2) 横浜文化賞文化・芸術奨励賞の受賞者の選考についての審議に関すること。 

 

（委員） 

第３条 委員は、次の基準のいずれかに該当する者のうちから、市長が任命する。 

 (1) 芸術、学術、教育、社会福祉、医療、産業、スポ－ツ振興等の文化に関して高い見

識を有する各種団体の役員及びこれに準じる者、並びに学識経験者 

 (2) 横浜市内に在住又は在勤し、文化に関し高い見識を有する者 

 (3) 横浜の文化に関し特に高い見識を有し、市長が認めた者 

２ 委員の任期は、任命した当該年度の年度末までとする。ただし、委員が欠けた場合に

おける補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。ただし、委員の在任期間が引き続き 10年を超えな

いこととする。 

４ 委員の代理は、認めないものとする。 

 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に委員長及び副委員長の各１人を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を掌理する。 

３ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、副委員長が、その職務を代理

する。 

 

（会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が招集する。ただし、委員任命後、委員長選出前の委員

会の会議は、市長が招集する。 

２ 委員長は、委員会の会議の議長とする。 

３ 委員会は、委員の過半数の出席がなければ会議を開くことができない。 

４ 委員会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数の場合は、委員長の

決するところによる。 



５ 委員会の議事を効率的に運営するため、委員は、会議開催前に書面による予備審査を

することができる。 

６ 委員会を欠席する予定の委員は、受賞者選考に関する意見を書面により事前に提出す

ることができる。 

７ 前各項の規定にかかわらず、横浜文化賞の候補者がノーベル賞の受賞者であって、横

浜文化賞実施要綱第４条の要件を満たす可能性が高いと認められる場合においては、委

員長が書面により委員の賛否を求め、その全員の賛成をもって委員会の決議があったも

のとみなすことができる。 

 

（会議の公開） 

第６条 横浜市の保有する情報の公開に関する条例（平成12年２月横浜市条例第１号）第

31条の規定により、委員会の会議については、一般に公開するものとする。ただし、横

浜文化賞及び横浜文化賞文化・芸術奨励賞の受賞者の選考については、同条例第31条１

項２号の規定により、非公開とする。 

 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、にぎわいスポーツ文化局文化芸術創造都市推進部文化振興課に

おいて処理する。 

 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員

会に諮って定める。 

 

 

 附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は､平成24年４月１日から施行する。 

２ この要綱は､平成24年７月１日から施行する。 

３ この要綱は､平成26年７月20日から施行する。 

４ この要綱は､平成27年４月 1日から施行する。 

５ この要綱は､平成28年12月１日から施行する。 

６ この要綱は､令和４年４月15日から施行する。 

７ この要綱は､令和５年４月１日から施行する。 

 

（経過措置） 

２ この要綱の施行後最初の委員会の会議は、第５条第１項の規定にかかわらず、市

長が招集する。 




